
案件番号 委0711-1
見積書

提出期限
令和 7 年 7 月 23日 午後３時

事　業　請　負　見　積　書
令和 年 月 日

大阪市　契約担当者　様

住所又は事業所所在地
商  号  又 は 名  称
氏 名又は 代表者氏名

印

見積金額
百万

下記について見積条項に従い、次の金額で見積ります。
なお、関係法令・貴市関係規定および裏面記載の契約条項に従い契約を履行します。

千 円

契約金額
百万 千

記

事 業 名 称 識字・日本語教室書庫および複合機の運搬・移設業務委託

履 行 期 限 令和7年9月30日 履 行 場 所 本市指定場所

円

課税事業者

うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額　　　 　　　　　円

免税事業者

　契約金額は、見積金額に当該金額の100分の10を上積みした額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数を切り捨てた額）です。
　なお、契約相手方となった場合には、商号、所在地及び契約金額等を公表することがあります。

履 行 方 法 別紙仕様書のとおり そ　の　他

明
　
細
　
書

名称 形　状・寸　法・摘　要 数　　　量

別紙仕様書のとおり

　　（見積条項）　　　裏面のとおり

　本書のとおり契約を締結する。
　１　契約方法　　　　　　　　２　契約保証金
　　　随意契約　　　　　　　　　　□　契約金額の５/100以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金　　　　　　　　円）
　　　地方自治法施行令　　　　　　□　履行保証保険
　　　第167条の２第１項第　号　　 □　免除

支
　
出
　
科
　
目

年度 会計

決
　
　
裁

局長 部長 課長 課長代理 係長 係員

用途

摘要

起案　令和　　・　　　・

決裁　令和　　・　　　・

款

項

第　　　　　号

細節

目

節

(

(

収入印紙

契約の相手方

となった者は

貼付を要する



見積条項
１ 見積書は、その提出した見積書の書換、引換または撤回をすることができない。

２ 価格決定に当たっては、見積書に記載された金額の100分の10に相当する額を加算した金額（加算した金額に1円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額）をもって決定価格とするので、消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載すること。

３ 大阪市契約規則第28条第1項各号の1に該当する見積は無効とする。

４ 合計金額に1円未満の端数があるときは、これを切り捨てること。

５ 個人は本人、法人は代表者又はそれぞれの委任状を提出し、確認を受けた代理人が記名押印すること。

契約条項
（検査の時期）

１ 大阪市（以下「発注者」という。）は、請負人（以下「受注者」という。）から給付の完了の通知を受けた日から工事については

14日、その他の給付については10日以内に検査を行う。

（契約代金の支払い時期）

２ 発注者は、受注者から適法な支払い請求を受けた日から工事については40日、その他の給付については30日以内に契約代金を支払

う。

（受注者の履行遅延の場合における損害金）

３ 受注者の責めに帰する理由により契約の履行を遅延した場合は、受注者は、大阪市契約規則（昭和39年大阪市規則第18号）第56条

の規定による延滞違約金を発注者に支払う。

（発注者の契約代金支払いの遅延の場合における損害金）

４ 発注者の責めに帰する理由により契約代金の支払いを遅延した場合は、発注者は、遅延日数に応じ、契約日における政府契約の支

払遅延防止等に関する法律第8条第1項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息を受注者に支払う。

（契約保証金の帰属等）

５ 受注者の責めに帰する理由による履行遅延その他契約の不履行の場合においては、契約保証金を次のとおり処分する。

(1)大阪市契約規則第38条の規定による。

(2)大阪市契約規則第61条の規定により契約を解除したときは、契約保証金は、発注者に帰属する。

（契約に関する紛争の解決方法）

６ 本契約に関し紛争が生じた場合は、大阪市契約規則及び大阪市会計規則によることとし、万一、解決に至らないときは、発注者と

受注者とが協議のうえ定める第三者に仲裁を依頼する。

なお、この仲裁のために要した費用は、発注者と受注者とが平等に負担する。

暴力団等の排除に関する特記事項
１ 暴力団等の排除について

(1) 発注者は、大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号。以下「条例」という。）第8条第1項第6号に基づき、受注者（受

注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）が条例第2 条第2号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）又は同条第3号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められた場合に

は、この契約を解除する。

(2) 発注者は、条例第8条第1項第7号に基づき、条例第7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」と いう。）が暴力団員又

は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、受注者に対して、当該下請負人等との契約の解除を求め、受注者が当該下

請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、この契約 を解除する。

(3) 受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契 約又はその他の契約を

してはならない。

(4) 受注者は、下請負人等に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又は

その他の契約をさせてはならない。

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約

又はその他の契約をした場合は当該契約を解除させなければならない。

(5) 第１号及び第2号の規定により契約が解除された場合においては、受注者は、契約金額の100分の20に相当する額を違約金として

発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

(6)  受注者及び下請負人等は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から条例第9条に

規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は

当該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければならない。

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から不当介入を受けたときは、当該下請

負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指 導しなければならない。

(7)  受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかったと認めるときは、条例第12条に基づく公

表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。

(8)  受注者は第6号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に協力しなければならない。

(9) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの不当介入により契約の適正な履行が阻害

されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講

じることとする。

２ 誓約書の提出について

受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しなければならない。

ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りでない。



特記仕様書

（条例の遵守）

第１条 受注者および受注者の役職員は、本契約の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条

例」（平成18年大阪市条例第16号）（以下「条例」という。）第５条に規定する責務を果たさなければならない。

（公益通報等の報告）

第２条 受注者は、本契約について、条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたときは、速やかに、公益通報の

内容を発注者（教育委員会事務局総務部総務課）へ報告しなければならない。

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、条例第12条第１項

に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（教育委員会事務局総務部総務課）へ報告しなけ

ればならない。

（調査の協力）

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う調査に協力しなけ

ればならない。

（公益通報に係る情報の取扱い）

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の処理に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。

（発注者の解除権）

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例の規定に基づく勧

告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。

不適正な契約事案の再発防止対策にかかる特記仕様書

発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違法又は不適正な要求を受けた

ときは、 その内容を記録し、直ちに、教育委員会事務局総務部総務課（連絡先：06-6208-9071）に報告しなけれ

ばならない。


